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道州制に関するノート
外 川 伸 一
１ はじめに
近年，政界や経済界の底流には，「道州制待望論」が根強く存在して
いる。道州制が導入されれば廃止が確実である各府県の知事さえも，そ
のほとんどが道州制導入に賛同を示している。そして，こうした傾向は
今後も続くことが予想される。しかしながら，道州制待望論者が描く道
州制の姿は，必ずしも同一という訳ではなく，いくぶんかの相違を見せ
ている。また，当該制度導入とその目的との連関も極めて曖昧で不明確
である。そして，これらのことが道州制導入の適否を論ずることを難し
くしている要因の一つとなっているのである。
本稿では，道州制導入の効果に対する分析には様々な学問分野からの
アプローチがあることは十分に認識しながらも，多くの学問分野におけ
る論考等については，その前提や論理展開が必ずしも十分ではないこと
に鑑み，この問題を地方自治論の立場から「限定的」に考察していくこ
ととする。その場合の評価基準は，当然，憲法第９２条における「地方自
治の本旨」に適うか否かである。これは周知のように，一般的には「団
体自治」と「住民自治」の両要素の結合であると説かれている。もっと
も，近年では，この「地方自治の本旨」を，憲法の全体系との関わりに
おいて，人権保障原理と人民主権原理に支えられるものとしてさらに具
体的に捉える考え方が有力になりつつある（鴨野 １９８５）。筆者も基本的
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にはこうした考え方に賛同するものであるが，こうした考え方は，未だ
「通説」には至っていないため，本稿でも一般的理解に従うこととし
「団体自治」と「住民自治」の用語を用いることにするが，その要素に
ついては，渋谷（２０１０：１１６－７）に従って，前者は，地方自治体の有す
る「地方統治権」，後者は，住民の持つ「地方参政権」と捉えた上で，
これに，「対中央政府独立性」と「地域内最高性」（中央政府の指揮監督が
なく，事務処理を自治体内で完結させること）を加えたものが「地方自治の本
旨」であると捉えておきたい。これらの要素は，憲法上の要請であるこ
とから，自治制度の改編においては，最大限尊重されなければならない
ことはいうまでもない。
本稿では，次のように考察を展開する。続く第２節で，それぞれが描
く道州制を，横道に従って３つに類型化（横道 ２００６）した上で，第３節
で，そのうち政財界が待望している，「この国のかたち」を根本的に転
換する類型は，現行憲法の枠内では実現不可能であるとともに，地方自
治論の立場からは到底賛同できるものではないことを述べる。続く第４
節では，原則として国の地方支分部局の事務権限を移譲する（一部，中
央省庁の事務権限の移譲も想定している）道州制を前提に，道州制の導入が
地方自治の本旨に与える影響について，先に述べた評価基準を用いて詳
細に考察する。そして，最後に，第５節で今までの考察をまとめる。本
稿での結論を先取りしていえば，現在の府県を廃止してブロック型道州
制を導入することは，地方自治の本旨に違背する（したがって，憲法違反
の可能性もある）ことから好ましくなく，特に府県を越える広域的事務を
効果的・効率的に処理するという目的が道州制導入の最大の目的である
とすれば，そのことを念頭に置いて地方自治の本旨に適う代替的自治制
度を提案すべきであるというものである。国の経済や地域経済の活性化
については，道州制は効果的とは到底思えないのである。
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２ 道州制の３類型
横道（２００６：５７）は，道州制に関して「軽い道州制」，「中間的な道州
制」，「重い道州制」の３類型を提示している。「軽い道州制」は，実質
的には府県合併である。その内容は別として形だけから言えば，第４次
地方制度調査会答申（以下，地方制度調査会については，「地制調」という。）
における少数意見の「県案」や村上（２００７）のいう，２～３の県を合併さ
せた「中型州」がこれにあたるといえよう。「中間的な道州制」では，
道州は原則として東北，九州といったブロック型となり，そこには国の
地方支分部局の事務権限が移譲される。横道は，これを「現在の道州制
論の標準型」としている（横道 ２００６：５７）が，これは，行政学者や地方
自治論者の多くにとっての「標準型」であって，これらの論者の場合，
これを「標準型」にしながらも，細部においてはそれぞれが若干の相違
を見せているというのが現実であろう。一方，道州制推進論者の多くに
とっては，この「中間的な道州制」は，決して「標準型」などではない
ことに注意を要する（江口 ２００７；２００８a；２００８b）。また，「重い道州制」は，
道州には，国の地方支分部局に加え，内政に関する中央省庁の事務権限
の大半が移管され，さらには立法権の一部も移管されることになる。道
州制推進論者がいう道州制は，基本的にこの形態であるが，これはまさ
に「国のかたち」を大きく転換させようとするものであることから，論
じる範囲や内容は論者によって微妙に相違している。府県合併には分か
りにくい部分はないと思われるので，ここでは取りあえず後者２つの類
型についてイメージ図を示しておく。
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３ 連邦制としての「重い道州制」
論じる順序は逆転してしまうが，本稿では，まず，「重い道州制」に
ついて，筆者の考えの一端を述べたい。この型は，国は「本来担わなけ
ればならない外交，防衛，通貨，金融，通信，防疫など国の運営の根幹
図１ 横道（２００６）のいう「中間的な道州制」
出典：横道（２００６）に基づき筆者作成
図２ 横道（２００６）のいう「重い道州制」＝国の純化論（国防・外交などへの重点化）
出典：横道（２００６）に基づき，筆者作成
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にかかわる事務」に特化（片山 ２００９：２５）した上で，住民に身近な福祉，
保健，医療，教育などの事務は基礎自治体に任せ，それ以外の内政全般
に係る事務を道州に委ねるというものである。第２８次地制調の「道州制
に関する答申」でも，「国の役割を本来果たすべきものに重点化して，
内政に関しては広く地方公共団体が担うことを基本とする新しい政府像
を確立する」と述べられている（第２８次地制調答申 ２００６：５）が，答申全
体を通読してみると理解できるように，道州制担当大臣まで設置され，
その下に置かれた自民党時代の「道州制ビジョン懇談会」（江口克彦座
長）の中間報告（２００８年３月２４日）のように「国の役割は，国際社会にお
ける国家の存立及び国境管理，国家戦略の策定，国家的基盤の維持・整
備，全国的に統一すべき基準の制定に限定する」（道州制ビジョン懇談会
２００８：１７）といったところまでは「極限化」されていないといえよう。
それはともかく，仮に，中央省庁の本格的再々編成を伴うような道州
制を実現しようと考えるならば，道州の長官（知事）の権限は極めて巨
大になり，選挙制度や議会も含めた道州の統治機構，あるいは，それと
の関連で国の統治機構の見直しにまで及ぶことは必定である。横道が，
この類型は道州への立法権限の移譲も含むものとしているのは，現在は
中央省庁にその権限がある内政事務の大半を道州が担うことになれば，
道州は現在の府県程度の立法権限という訳にもいかないと考えてのこと
であろう。道州への大幅な立法権限の移譲は，道州裁判所の設置などに
も及び，この類型は立法権限に加えて司法の根幹にも影響を及ぼすもの
である。換言すると，「重い道州制」は，行政権，立法権，司法権，三
権の権限の大幅な見直しを必要とするのである。そうなると，「重い道
州制」は，道州制という用語を用いながらも，統治機構の大幅な改編を
伴い，その内実は極めて連邦制に近似してくるといえよう。
周知のように，連邦制は，中央政府と州政府が権限を分かち合い，国
民国家を形成する国家形態をいうのであり，中央政府が地方政府に一定
の権限を授権している単一国家形態とは大きく異なる。わが国は，明ら
道州制に関するノート
１１１
かにこのうちの後者なのであり，したがって，連邦制への移行は，現行
憲法において統治機構を定めた部分の全面的改正を必要とすることにな
る。一方，道州制への移行は，現在の憲法の枠内で可能だとされる。第
２７次地制調は，そうしたスタンスのもとに，連邦制導入の議論を封印し
た筈である。しかし，上で見たように，「重い道州制」は，明らかに現
行憲法の枠内ではその実現は不可能なのである。
こうしたことが，道州制推進論者の主張と道州制に慎重・批判的論者
の主張を同列に扱い，比較考量するという作業を極めて困難にしている
大きな理由の一つなのである。礒崎（２０１１）や市川（２００５）が，道州制導
入に慎重又は懐疑的でありながら，推進論者の主張にもそれを真っ向か
ら否定することなく，むしろ賛同する部分もあるかのように論じている
のは，同一論文において，時に「中間的な道州制」を前提として，また，
時に「重い道州制」に軸足を移しながら道州制を論じているからにほか
ならない。
もっとも，図２に示しておいたように「重い道州制」については，国
が強力な関与（強い監視を伴う法定受託事務と表現）をしてくることは間違
いがないであろうから，仮に「重い道州制」が実現したとしても，当該
道州は，自治体ではなく，国の機関，西尾のいう「国の第一級出先機関」
となる可能性が極めて濃厚である（西尾 ２００４：６；２００７：１５２－３；渋谷
２０１０：１１３）。したがって，道州は国から多くの権限が移譲されるので，
それは道州の団体自治の強化につながるという推進論者からの反論は，
以上の論理によって破綻を来すことになる。つまり，道州の事務権限の
拡大と道州の団体自治の拡充とは，論理必然的に繋がる訳ではないので
ある（渡名喜 ２０１０：１２４－５）。
いずれにしても，「重い道州制」という類型を地方自治論の立場から
論じても，当該学問の「通説」に忠実であればあるほど，入口段階で多
くの疑義が生じ，それから先へは進むことができない。換言すれば，こ
うした自治制度の根本的改変に賛同する訳にはいかないことになるので
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ある。
４ 地方自治の本旨に違う「中間的な道州制」
（１）第２８次地制調道州制答申における道州制
それでは，「中間的な道州制」であれば，地方自治の本旨に適うので
あろうか。この類型は，基本的に，国の地方支分部局の事務権限を道州
に移譲するものであった。しかし，本稿では，これに，中央省庁の一部
の事務権限を加えて移譲される道州制をこの類型として把握しておきた
い。なぜなら，現時点での道州制論の到達点ともいえる第２８次地制調答
申は，「国と道州の事務配分に関するメルクマール（別紙２）」において
は，「重い道州制」に接近しているともいえるのであるが，「参考」とし
て付された「道州制の下で道州が担う事務のイメージ」と合わせ考える
と，産業経済分野などは極めて抽象的な表現がなされているものの，道
州の事務の大半は，現在，国の地方支分部局で実施されているものと考
えられ，内政に関する事務の大半が中央省庁から道州に移譲されると
いったイメージとはかけはなれているからである。こうしたイメージ
は，「重い道州制」よりも，むしろ「中間的な道州制」にはるかに近い
ものである。第２８次地制調答申の内容は，様々な立場に立脚している委
員の言説を反映させているため無理からぬことではあるが，異なる方向
のベクトルの「混合物」となっており，一つの方向を指し示した「化合
物」には至っていないことから，結果的に論理性に欠けざるを得ないこ
とになったものと推測される。
以下，本稿での考察との関係から第２８次地制調答申のエッセンスを抽
出すると，次のようになる。
第一に，自治体の二層制は堅持するが，現在の広域自治体である府県
を廃止し，国内を９～１３のブロックに分け，当該ブロックを区域とする
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広域自治体である道州を設置する。
第二に，これらの道州には，現在，国の出先機関（地方支分部局等）が
行っている事務を中心に国から事務が移譲されるが，中央省庁の事務の
一部も移譲される。また，現在，府県が行っている広域事務・連絡調整
事務についても，その大半を道州が担う。
第三に，現在，府県が行っている事務のうち，特に補完事務を中心
に，基礎自治体である市町村に移譲がなされる。したがって，その受け
皿となるべく，さらなる市町村合併が不可避となる。
第四に，国は，予定区域を示した上で府県や市町村との協議を行い，
協議が整った区域は先行して道州に移行できるが，原則的には必要経過
期間を設けた上での一律移行となる。
以上の内容は，第２８次地制調答申のいわば「エキス」とでもいうべき
ものであるが，問題は，「地方自治の本旨」に違うことなく，これらを
包含する「ルート」（実現経路）が果たして存在するか否かということで
あろう。
（２）道州制と住民自治・団体自治の脆弱化・否定との関係
次に，道州制と住民自治・団体自治との関係の全容を明確化すること
によって，以下の考察の理解の助けとしたい。
図３は，現在の府県と市町村の二層制が，第２８次地制調答申に示され
たブロック型道州制へと移行した場合に考えられる住民自治と団体自治
への影響の全容を分かりやすく図示したものである。左側の３つの四角
は，現在の国と自治体の状況を示し，右側の３つの四角は，道州制にお
ける国，道州，基礎自治体を示している。左側は，A＝基礎自治体，B
＝広域自治体，C＝国であり，右側は，Bの広域自治体が府県に代わっ
て道州となっている。四角の大きさは，国ないし自治体の規模（区域）
を表しており，一見して分かるように，府県は廃止され道州が導入され
るため，現行（左側）の府県（Ｂ）の面積と比較して，道州制（右側）の
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道州（B）の面積は巨大化している。また，道州制における基礎自治体
には，現在の府県が担っている補完事務の大半が移譲されるため，やは
り，現行（左側）と比較して道州制（右側）では，その規模（区域）に大
きな違いが見られる。
これらのことなどから，現行の二層制から府県を廃止し新たな広域自
治体として道州を導入したブロック型道州制へ移行することによって，
少なくとも，以下の点で住民自治・団体自治に影響が生じることが容易
に理解できる。
第一に，基礎自治体（さらなる合併による），広域自治体（府県廃止に伴う
道州の導入による）の大規模化（区域の拡大）による住民自治の脆弱化であ
る。
第二に，基礎自治体，広域自治体の大規模化による団体自治の脆弱化
である。
第三に，道州制への一律移行による府県の団体自治の否定である（西
尾 ２００７：１５７－９）。
第四に，基礎自治体のさらなる合併による基礎自治体の団体自治の否
図３ 道州制への移行と住民自治・団体自治
出典：筆者作成
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定である。
第五に，多くの権限を有する巨大な道州の誕生によって，道州に対す
る国の関与が増大することによる道州の団体自治の脆弱化である（西尾
２００７：１５４）。
以下では，このうち，第一，第二，第四の点について特に考察を加え
ていきたい。第三の点については，西尾（２００７：１５７－９）の議論に尽き
ているので，ここでは具体的に取り上げないこととするが，彼の中心論
点は，次の部分にある。長くなるが引用しておきたい。すなわち，西尾
は，「第二十八次地方制度調査会の道州制答申のように，都道府県を廃
止しこれに代えて道州を設置する場合には，道州の設置に先立って都道
府県を廃止することになるが，戦後約六○年にわたって自治体と認めら
れてきた都道府県を，その意向にかかわらず国の一方的な意思によって
廃止するなどという乱暴な措置が果たして許されるのであろうか。憲法
解釈上は許されるとしても，妥当な立法政策だとは思えない。都道府県
を廃止しこれに代えて道州を設置する場合にも，……地方自治法第六条
第一項の『都道府県の配置分合又は境界変更をしようとするときは，法
律でこれを定める』に安直に依拠してこれを行うべきではない。新たに
設置する道州を自治体としての気概と体質をもったものに育てあげてい
くためにも，その区画割の決定と個々の道州の設置は関係都道府県の協
議と合意に基づいてこれを行うべきである」としているのである（西尾
２００７：１５８）。なお，残る第五の点については，既に第３節で取り上げた
ところである。
（３）道州の設置による広域自治体の住民自治の脆弱化
まず，広域自治体が府県から，道州へと大規模化することにより，広
域自治体の意思決定に対する住民の関与・参加・討議などのためのコス
トが増大し，住民自治は明らかに脆弱化することを示したい。こうした
主張の根底には，「政治的意思の決定核は，できるだけ地域住民から時
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間的・心理的・物理的に近い距離に，おかれるべき」であり，「地方分
権の神髄は，たんなる中央政府から地方政府への権限の移管ではなく，
市民の自治，地域のデモクラシーを機能させることである」という考え
方（新藤 ２００２：１９）に立脚している。渋谷の用語を用いるならば，道州
制の導入は，地方参政権（自治体政治に参画する権限）の要素を確実に希薄
化するのである（渋谷 ２０１０：１１３）。
例えば，現行地方自治法は，条例の制定・改廃請求（第７４条），議会の
解散請求（第７６条），議員・長の解職請求（第８０条・第８１条）など，いくつ
もの住民の直接請求を規定している。国政と異なり，地方自治には住民
の直接参加が内蔵されているのである。ブロック型道州制が導入される
と，区域が著しく拡大するので，道州の意思決定等に対して住民が直接
請求という形で政治参画することを実質的に難しくする。請求に必要な
署名を極めて広い範囲から集めなければならなくなり，政治参加のコス
トを禁止的に高めるからである。これは，地方自治法の関連条項を改正
して必要署名数に手を加えれば解決するといった簡単な問題ではないこ
とは言うまでもない。
日常の住民参加についても同様である。東北州を例にとろう。州都は
最も人口の多い仙台市としよう。これは，特に作為的な仮定にはならな
いと思われる。さて，広域自治体に関する住民参加については，府県が
存在している時には，青森県の住民は青森市，福島県の住民は福島市を
それぞれの拠点としてその活動を行えばすんでいた。府県が廃止され道
州が設置されることにより，これらの住民は，共に州都である仙台市を
拠点とした活動へと変更を余儀なくされる。たとえば，今後，地域の民
主主義を一層深化させるためには，「普通の」住民が様々な「討議」の
場へ参加することが要請される。そこで，便宜上，２０１２年８月，２０３０年
におけるわが国の原発の割合をどの程度にすべきかというテーマで，民
主党政権によって行われた，J.フィシュキン（Fishkin）の考案した討議
型世論調査（deliberative polling）を念頭におき，住民が討議に参加するコ
道州制に関するノート
１１７
ストはどのように増えるかを考えてみよう。もちろん，住民の討議への
参加は，この討議型世論調査である必要はなく，計画細胞会議（planungs-
zelle）やコンセサス会議（consensus conference）でもなんでも構わない（篠原
２０１２）。どのような手法であっても，同一方向の結論が得られることに
変わりはないからである。
こうした討議型世論調査が府県レベルで実施される場合には，おそら
く県庁所在地がその実施場所になるということが一般的であろう。青森
県では青森市，福島県では福島市といった具合である。道州制の導入に
よって府県が廃止され，広域レベルの地方政府が道州になると，おそら
く討議型世論調査は，東北州の州都である仙台市で実施されることにな
るであろうから，青森県民も福島県民もわざわざ州都仙台市まで赴かな
ければならない。これによって，旅行費用と時間費用だけをとっても討
議への参加コストは大きく増大する。これに加え，こうした討議型民主
主義手法はすべてのブロックでコンスタントに行われること，今後，こ
うした手法についてはさらなる充実が期待されること，旅行距離の増大
に伴って旅行費用・時間費用だけでなく多くの関連コストが必要とされ
ること，移動時間の増大等に伴う精神的・心理的コストも無視できない
ことなども考慮すると，討議に参加する住民の負担はかなりの増大を見
ることとなる。
こうした事例は，これだけに限られない。いずれにしても，道州の設
置によって，広域自治体への住民参加のコストはかなりの規模で増大
し，住民自治が著しく脆弱化することが理解できよう。
（４）基礎自治体の大規模化による住民自治の脆弱化
第２８次地制調答申にも謳われているように，基礎自治体である市町村
は，現在の府県が担っている事務のうち，特に補完事務の大半を自ら担
うことが要請されるため，さらなる合併が求められている。市川（２００５：
１２７－８）は，「都道府県が補完・支援機能から大幅に手を引くことが可
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能となるためには，ほとんどの市町村が，理想的には中核市程度，少な
くとも人口１０万人以上程度の規模をもつことが必要であるように思われ
る」とする。また，第２８次地制調で道州制について検討した専門小委員
会の座長を務めた松本（２００６：１８）も，「道州制の下での基礎自治体は，
標準的に，少なくとも現在の中核市程度の権限・機能を有することが想
定されている」とする。このことは，ブロック型道州制の下での市町村
は，標準的にいって人口１０万人程度ではとても受け皿たりえず，３０～４０
万人程度が要請されるということである。現在の１７００にも及ぶ市町村の
大半では，中核市が現に担っている保健所の設置，保育所・養護老人
ホーム設置認可，介護サービス事業者の指定，一般廃棄物処理施設・産
業廃棄物処理施設の設置許可などに関する事務の処理は間違いなく不可
能である。ということは，基礎自治体のさらなる合併が必要ということ
である。そうでなければ，第２８次地制調答申が描く道州制はそもそも成
り立たないことになる。１７００の市町村を３００～４００（基礎自治体の平均人口
３０～４０万人）にまで削減（合併）しなければならないのである。
こうした合併の根本的問題点については，本節の（６）で述べること
とし，ここでは，合併による基礎自治体の大規模化が住民自治に与える
影響について考えてみたい。図４は，住民参加による意思決定と，その
意思決定の結果，住民が享受する行政サービスの関係を分かりやすく図
示したものである。点線の四角は，府県制度の下での市町村と府県を表
し，実線は，道州制の下で合併し大規模化した市町村と，府県を廃止し
てできた道州を表している。○印を，便宜的にそれぞれの自治体におけ
る意思決定の核とすると，矢印については次のことを表している。道州
制の導入，それに伴う市町村の大規模化によって，行政サービスの享受
に関する意思決定核は距離的・時間的に住民から遠くなり，基礎自治体
である市町村への住民参加は，矢印 Aのようになる。そこでの意思決
定によって住民が享受できる行政サービスは，供給距離・供給時間が大
きくなり矢印 Xのようになる。また，住民は，広域政府である道州の
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道州
○
C
旧府県
○
規模が拡大した市町村 B
○
旧市町村 Y
X
A ○
A 基礎自治体への直接参加 ○ 意思決定の核
B 広域自治体への直接参加
C 基礎自治体への直接参加を通じた広域自治体への間接参加
Ｘ 基礎自治体から享受する行政サービス
Ｙ 広域自治体から享受する行政サービス
住民
意思決定にも参加し，道州からも行政サービスを享受することになる
が，この場合の住民の意思決定への参加については，２通りの経路が考
えられる。１つは道州への直接参加であり，矢印 Bで表される。２つ
目は基礎自治体である市町村への参加を経由した道州への間接参加であ
り，A＋Cの矢印で表される。いずれの場合も，住民は道州から矢印 Y
という形で行政サービスを享受することになる。
これらすべての場合に，住民の意思決定核への参加，行政サービスの
享受・供給それぞれが距離的・時間的に遠くなり，総体的な住民参加の
コストは相当程度増大することが分かる。これには，精神的・心理的コ
図４ 住民参加と行政サービス享受コスト
出典：筆者作成
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スト等の増大も伴っていることも忘れてはならない。１７００の基礎自治体
が合併して，３００～４００にまで減少するとなると，全国各地で大規模自治
体が誕生するので，こうした観点からの住民参加のコスト増は膨大なも
のになるものと思われる。
（５）基礎自治体・広域自治体の大規模化による団体自治の脆弱化
さて，次に，広域・基礎両自治体の大規模化に伴う団体自治の脆弱化
について見ておくこととしたい。
第２８次地制調答申の「区域例１」及び「区域例２」に示される東北州
という名の道州の区域面積は，１６３，９８７k㎡にも及び，当該道州に包含さ
れる市町村数（基礎自治体数）は，２３２自治体にも及ぶ。１７００の基礎自治
体が３００～４００に合併するといったことを取りあえず横に置くと，東北州
は，２００を超える基礎自治体の舵取り・調整に専念しなければならない
ことになる。これは，とても当たり前のこととは思われない（今村 ２００５：
２６－７）。これだけ大規模な道州を自治体とみなせるか否かについては，
憲法上問題はないともされる（渋谷 ２０１０：１１２－３）が，「自治の名に値す
る行政を行なう団体をつくることができる」のかどうかは甚だ疑問であ
り，「社会的基盤が備わらなければ，……地方自治の実をあげること」
も困難であろう（俵 １９７０：４３）。こうした広域ブロックでは，「その全域
にわたって，共通の利害関係のある問題など殆ど考えられない」という
主張もなされている（田中 １９７０：１６６）。
例えば，東北州に包含される現行青森県の津軽半島の住民と，同じく
福島県会津盆地の住民にとって共通の利害がある問題は，一部の例外を
除いておよそ見当がつかないのであり，これらの２地域がなにがしかの
州の意思決定に対して基本的に同一方向のベクトルを持つことなど難し
くなるのではないだろうか。逆に，「ブロックが広きに過ぎるときは，
却って内部における利害対立を来たし，……広域行政課題の処理に対し
て必ずしも有効適切な機能を果たし得ないという結果を招来するおそれ
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がある」（田中 １９７０：１６６）。要するに，ブロック型道州においては，その
内部の各地域が，ある意思決定に関して異なった方向のベクトルを持つ
ことにより，団体としてのしっかりとした姿勢を堅持できず，団体自治
を著しく脆弱化させてしまう可能性が高まるといえるであろう。比喩的
にいうと，道州制は，その区域の広大さに比例した区域内調整コストを
発生させ，この調整コスト問題を効果的に解決できない場合には，ブ
ロック型巨大道州制はかつて地球上に生存していた恐竜と同様の運命を
辿ることになるとでもいったらよいであろうか。もっとも，調整コスト
についていえば，巨大な道州の区域に関するものに限られず，稲葉は，
「道州行政機構における割拠化（縦割り化）も不可避ではないか。つま
り，部局長クラスの権限も飛躍的に強くなるものと思われ，『調整』の
コストも増大不可避であろう」と，道州行政機構内の内部調整コスト問
題をも指摘している（稲葉 ２００５：９９）。
同様のことは，合併が成立した場合の基礎自治体にも当てはまる。さ
すがに，岐阜県高山市のように東京都に匹敵するほど大規模な区域を持
つ自治体の誕生は少ないであろうが，全くないとは言い切れないであろ
う。そうでなくとも，単純にいって，現在１０万人にも満たない市町村が
３０～４０万人の人口を有する自治体となるのであるから，その区域が５倍
以上にもなる自治体は枚挙に暇がないであろうし，１０倍にもなる自治体
も珍しいことではあるまい。人口の少ない鳥取県や島根県を例にとる
と，それぞれの県で基礎自治体は２つで良いことになる。新しい区域内
にはいくつもの旧市町村が包摂され，新たな自治体の一体性が醸成され
るまでにはかなりの年月を必要とするであろう。
かくして，合併によってその区域が大規模となった基礎自治体は，旧
市町村ごとの異なるベクトルの「合成ベクトル」を見いだすまで，団体
自治の脆弱化に苦しむことになるのである。
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（６）基礎自治体のさらなる合併の非現実性と団体自治の否定
既に述べたように，第２８次地制調答申で提起された道州制は，１７００の
基礎自治体を３００～４００，すなわち現在の中核市規模まで統合させること
を念頭に置いている。次に，これが如何に非現実的なことかを示すこと
にしたい。そこで，まず，現在の市町村（基礎自治体）の規模別状況を整
理しよう（表１）。
表１から理解できるように，中核市の条件である人口３０万人以上の市
は，現在，全体の４．１％しかなく，１万人以上５万人未満の自治体が
４３．２％と最も多い。１万人未満の町村も４３３（２６．２％），全体の四分の一
以上ある。これでは，１７００の市町村が中核市並みの事務を担うことは著
しく困難である。これに現行府県の有するその他の補完事務が加わると
なると，道州制導入は夢物語となるであろう。これをさらに明確化する
ために，今までの仮想例で取り上げてきた東北州（図５）と，人口が大
きい都市が最も多く分布している南関東州（図６）を特に取り上げてグ
ラフ化してみよう。
表１ 現行の市町村の規制別の状況
北海道 東北
北関東
北信越
南関東 中部 近畿
中国
四国
九州 計 割合
１万人未満 １１８ ６８ ５９ ２１ ２４ ４２ ４５ ５６ ４３３２６．２％
１万人以上
５万人未満
４５ １１６ ８６ ６４ ８９ ８２ １１２ １２１ ７１５４３．２％
５万人以上
１０万人未満
７ ２６ ４０ ３９ ４４ ４８ ２０ ３６ ２６０１５．７％
１０万人以上
２０万人未満
６ ９ １８ ３０ ２６ ２２ １８ １２ １４１ ８．５％
２０万人以上
３０万人未満
１ ５ ７ ９ ３ ７ ３ ２ ３７ ２．２％
３０万人以上 ２ ４ ５ １５ １２ １５ ７ ８ ６８ ４．１％
出典：平成２２年国勢調査・第２８次地制調資料を基に筆者作成
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図５，図６から理解できることは，人口規模の大きな都市が最も多く
分布している南関東州でさえ，中核市の条件を満たしている都市は，１７８
市町村のうち，わずか１５市に過ぎず，南関東州全体の市町村のわずか
８．４％に過ぎないという事実である。
そこで，ブロック型道州制を成立させるためには，もう一段の合併が
至上命題となる。そもそも道州制推進論者は，広域的機能を重視するあ
まり，「基礎自治体に対する広域自治体の補完機能こそ，二層制の地方
自治制度を採る最大の理由がある」ということを忘却していないだろう
か（今村 ２０１０：８８）。９～１３の道州は，１７００もの基礎自治体をどのように
図５ 現行の市町村の規模別状況（東北）
出典：表１と同様に筆者作成
図６ 現行の市町村の規模別状況（南関東）
出典：表１と同様に筆者作成
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補完していくのだろうか。それは到底無理だということなり，さらなる
合併が要請されることになるのは必定である。しかし，「平成の大合併
において相当程度の市町村の見直しが行われた中，今以上の市町村合併
を住民が支持するとは思えない」（井戸 ２００７：１７）ということも十分に頷
ける。そうなると，残された手段は「強制的」合併ということになるが，
それでは，「道州制こそ究極の地方分権」というスローガンに逆行する
ではないか。加えて，地理的・社会的状況などから「強制的」合併によ
る行財政能力の拡充には一定の限界があることは誰しもが納得するとこ
ろであろう。市川は，「広域事務にとっての適正規模と補完事務にとっ
てのそれは異なる」（市川 ２００５：４），あるいは，「最適な処理単位は，事
務の種類によってまちまちであり…，特定の行政課題をとりあげて，そ
れが現行の区域では不十分にしか対応できないことを指摘しても，その
ことが直ちに区域の広域化を正当化する論拠とはなりえない」とする
（市川 ２００４：４７）。それはそのとおりであるが，そもそも，広域行政への
対応と市町村の補完という役割は反対方向のベクトルとなる（稲葉
２００５：９９）のであり，これらの役割を両立させるとなると，それは「ナ
イフエッジ」の上を歩むがごとく至難の技となるのである。そこで，現
行府県単位に中間団体を設置して，結局は三層制にならざるを得ないと
いう結論も大いにあり得ることになる。現に，フランスではレジオン，
イタリアではレジオーネという道州に相当する自治体と府県が並存して
いる。このことは，府県の復活を意味することから，道州制導入の最大
のメリットの一つを「効率性」に置く推進論者にとっては致命的なこと
であろうが，統治の「効果性」を考えれば，こうした三層制はむしろ「自
然」であるともいえる。
いずれにしても，「強制的」合併は，基礎自治体の団体自治を真っ向
から否定するものであり，とても受け入れられるものではないといえよ
う。
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５ 結論
以上，本稿では，第２８次地制調答申を現在における道州制論議の到達
点とみなして，地方自治論の立場から批判的に考察を加えてきた。地方
自治論における評価基準からいうと，「地方自治の本旨」を構成する住
民自治と団体自治を脆弱化させる制度改革は回避されなければならず，
道州制については，この２つの自治を決定的に脆弱化・弱体化（そして
否定）させることから，その導入には極めて慎重にならざるを得ないと
いうのが本稿の結論である。
また，紙幅の関係で直接的に言及することはできなかったが，「東京
一極集中の解決不可能性」（村上 ２００９：１２２），「道州周辺部の衰退（道州区
域内での格差拡大）」（藤田 ２００６：６９），「州都への一極集中の懸念」（稲葉
２００５：９９；井戸 ２００８b：２３２），「州際間の財政格差・経済格差の拡大」（藤田
２００６：６９）などについても，最終的には「地方自治の本旨」の強化に逆
行する状態の出現と考えることができよう。
このように道州制が「地方自治の本旨」に違うものであるならば，そ
れは現行憲法に違反する可能性も否定できない。道州制の導入に慎重な
今村は，第２８次地制調に示されている，いわば「中間的な道州制」につ
いても，「道州制問題は憲法問題に関わる問題だというのが私の認識」
だとする。その一例として，道州制導入に伴う参議院の構成や性格など
を挙げている（今村 ２００５：２９）。先にも述べたように，一般的には道州制
は憲法違反ではないと主張される。しかし，こうした主張がなされるの
は，憲法が要請する地方自治の本旨を道州制導入によって影響される全
ての部分に具体的に適用することを忘却しているからではないだろう
か。道州制が地方自治の本旨に違うこととなれば，そのこと自体が憲法
違反と考えられる。そうであるならば，道州制に代替する制度改編の提
案が望まれるのである。
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そして，その代替的制度は，地方分権の趣旨に沿うものでなくてはな
らない。地域の実情や人々の考えがこれまでになく多様化していること
が，地方分権を推進する理由の一つであったことを想起されたい。であ
れば，極めて画一的な現行自治制度に拘泥することにメリットは見いだ
せない。「特定目的政府論」（外川・安藤 ２０１１a；２０１２b；外川 ２０１１a；２０１１b；
２０１２a；２０１２b）は，その意味で検討に値しよう。
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